
RANポジションペーパー
 「COP26：気候カオス回避のため、
企業に求められる行動」

レインフォレスト·アクション·ネットワーク（RAN）は、パリ協定の目標達成に向けて地球温暖化を1.5度に抑えるため、国連気候変動枠組条約
（UNFCCC）のグラスゴーでの締約国会議（COP26）で実質的な成果を求める協力者たちの世界的なネットワークに参加する。

今年の気候サミットは金融に焦点が置かれるーーそれは当然だ。金融が重要なのは、途上国が異常気象に対処し、クリーンエネルギーの未来へ
と移行するのを支援するためだけではない。銀行や保険会社もまた、化石燃料拡大および、産業が引き起こす森林破壊を助長する資金の流れを
直ちに断ち切る必要があるからだ。 

国連の気候変動に関する政府間パネル（IPCC）は『第６次評価報告書』の中で、「人間の影響が大気、海洋および陸域を温暖化させてきたことに
は疑う余地がない」と宣言した。向こう数十年の間に二酸化炭素およびその他の温室効果ガスの排出が大幅に減少しない限り、21世紀中に、地
球温暖化は1.5度および2度を超えるという。 

つまり、手つかずの森林や泥炭地、自然生態系、先住民族の領域で、森林破壊のリスクがある産品（以下、森林リスク産品）の生産拡大を推し進
める大手銀行や消費財企業は、森林と森の民の人権を守り、権利を擁護する方針を直ちに採用して実施しなければならないということだ。パー
ム油や紙パルプ、木材、大豆、牛肉生産は森林減少および劣化の最大要因であり、気候危機に拍車をかけている。大手銀行や消費財企業は、そう
した目的のために商業伐採や植林地・牧草地の天然林への拡大を推進している顧客企業あるいはサプライヤーとの関係を断ち切らなければな
らない。

保守的な国際エネルギー機関（IEA）でさえ、各国は即時、化石燃料の全ての新規探査および生産を停止し、化石燃料への補助金を打ち切る必
要があることを認めている。この移行は、生物多様性や地域コミュニティに脅威を与えるバイオエネルギーの増加に頼ることなく実施されなけれ
ばならない。それでも、ウォール街をはじめ世界中の銀行は、化石燃料セクターに数十億ドルを投じ続けている。

森林や、炭素を豊富に含む泥炭地が伐採され、火が入れられブルドーザーで一掃される場合、または化石燃料が抽出され燃焼された場合、膨大
な量の温室効果ガスが大気中に放出される。そして炭素吸収源として機能するはずの森林や泥炭地は、破壊されるだけでなく、逆に二酸化炭素
を放出して気温上昇をもたらす要因となる。非常識かつ無責任である。私たちの地球は、生物多様性損失と気候変動という人類の存続を脅かす
ような脅威について、企業や金融機関がその加担の責任を負うような気候変動合意を必要としている。

2021年10月31日、パリ協定の締結以降、最も重要な気候変動会議が英国スコットランドのグラスゴーで始まる。 

しかし、先住民族の人々や最貧国の代表者、世界中の有色人種コミュニティを代表する人々が会議に出席し、その声を確実に届けることができ
るかどうかは、いまだ疑問視されている。新型コロナウイルスのワクチン接種の機会のみならず、締約国会議（COP）への渡航と参加の仕組み
にも不公平さがあるためだ。

COPの目的は、私たちみんなが直面している、世界で同時に起きている気候危機への解決策を構築することだ。しかし、化石燃料および森林破
壊産業による極端な気候変動や人権侵害について、最も責任のないコミュニティが最も直接的に大きな影響を受け、ここでもまた、制度的な不
正義によって深刻な悪影響を受けていることを記しておきたい。 
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指針としての「リアルゼロ」

「2050年までにネットゼロ」はCOP26開催に至るまでの間、官民関
係組織の常套句となってきた。しかし、2050年までにネットゼロでは

「少なすぎ、遅すぎる」。2050年までに、すでに炭素排出量が壊滅的
な影響を引き起こすレベルに達してしまう可能性がある。 

FoE （Friends of the Earth）インターナショナルが、気候正義を求
める複数団体の支援を受けて発行した報告書の中で述べているとお
り、「リアルゼロ」とは「可能な限りゼロに近づくよう排出量を削減し、
生態系を重視した手法で残留排出量を除去する」ことを意味する。つ
まり、化石燃料が世界全体の排出量の主たる要因である以上、企業
や政府が化石燃料の拡大を即時停止し、可能な限り早急に化石燃料
全体を段階的に廃止する明確で実行可能な計画を示さない限り、そ
のネットゼロの約束を信用することはできないということだ。 

森林減少や自然生態系の劣化は、世界全体の排出量の大きな要因と
なっている。炭素吸収源の役目を果たし、大気から最も多くの炭素を
除去できる森林を保護することは、排出量を削減するための最も安価
で早い手段のひとつだ。したがって、世界の消費財企業――つまり、森

林リスク産品の調達によって森林破壊につながる需要を推進してい
る企業――に見られる多くのネットゼロの約束も、サプライチェーン
で関わる森林やその他の自然生態系への商業伐採や単一作物のプラ
ンテーション、牧場の拡大を即時停止すると証明しない限り、信用す
ることはできない。さらに、気温上昇を1.5度に抑えるために必要な排
出量削減を達成するには、原生林減少の軌道をできるだけ急速に、し
かも2030年よりも前に、改善する必要がある。 

あまりにも頻繁に「2050年までにネットゼロ」という言葉はPR戦術
として使われ、政府や金融機関、企業は実質的かつ意味のある行動
を遅らせている。 

気候変動対策の遅れは、気候変動による影響を否定するのと本質的
には同じことである。

気候危機の規模に応じた対応を取る
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https://static1.squarespace.com/static/60ccae658553d102459d11ed/t/61275c5abba2ec034eefb534/1629969503477/CCAG+The+Final+Warning+Bell.pdf?utm_source=akna&utm_medium=email&utm_campaign=27082021-ClimaInfo-Newsletter
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あらゆるセクターで最前線のコミュニティの権
利を尊重し、暴力を終わらせる 

IPCCは『土地関係特別報告書』の中で、強力かつ組織化された地域
コミュニティや先住民族コミュニティは森林減少と生態系崩壊に対す
る重要な防御であると確認している。こうしたコミュニティは、土地や
文化、生活を守り、数世代にもわたってその営みを続けてきた。先住
民族の人々が管理しているのは地球上の土地の約2割に過ぎないが、
世界の生物多様性の8割を保護している。優先すべきは、人権を中心
に据えて擁護し、先住民族の土地権を保証し、先住民族の権利を尊
重する気候変動対策だ。それが正しい行動指針だからというだけでな
く、最も有効なアプローチでもあるからだ。
 
多国籍企業や政府が人権を優先課題として擁護できないと、最前線
のコミュニティや人権擁護者が受ける暴力、脅迫、不当な犯罪者扱
いが増加する。この相関性はアグリビジネスセクターと化石燃料セ
クターで最も顕著だが、これは居住地で計画中あるいは進行中の開
発事業による影響を受ける先住民族やコミュニティの土地保有権、
土地利用権、またそれらの事業に対して「FPIC原則」（自由意思によ
る、事前の、十分な情報に基づく同意を与える、または拒否する権
利、FPIC=Free, Prior and Informed Consent）との関連がとりわ
け深いからだ。 

土地紛争では、自分たちの領域やコミュニティのこれまでの暮らしを
守ろうとする先住民族の人々や女性、活動家たちが、社会的抗議を
不当告発されたり、嫌がらせを受けたり、投獄されたりすることが珍
しくない。最近のグローバル・ウィットネスの報告書『Last Line of 
Defence（仮邦題：最後の砦）』によれば、2020年だけで200人もの
環境保護活動家が殺害されている。

 

化石燃料拡大への財政支援を停止し、化石燃料
の段階的廃止を開始する

IEAは最近の報告書『Net Zero by 2050』の中で、2021年以降、新
規の石油、ガス、石炭を供給してはいけないとする、これまでの結論を
強調している。この主張からも、2050年までのネットゼロを約束して
いる全ての企業が、化石燃料拡大への支援を即時停止すべきであるこ
とは明らかだ。化石燃料拡大への支援を続ける銀行や保険会社による

「2050年までにネットゼロ」の約束を信用すべきではない。

銀行および保険会社は、石炭産業への支援を即刻停止し、経済協力
開発機構（OECD）加盟国と欧州連合（EU）諸国では遅くとも2030年
まで、他の各国では2040年までに完全撤退する必要がある。また、人
権や環境破壊、炭素排出量の多さに関して悲惨な記録を残すオイルサ
ンド部門への支援は停止すべきである。 

銀行はこれらの短期的な取り組みと並行して、化石燃料融資の完全で
管理された公平な段階的停止と、影響を受ける全ての労働者とコミュ
ニティの公正な移行（ジャスト・トランジション）を計画し、スタートさせ
なければならない。同様に保険会社は、化石燃料に関する保険全体の
段階的廃止を計画しなければならない。これらを果たさない約束は全
てグリーンウォッシュになる。

「リアルゼロ」の達成には、次の行動が必須となる

 

カーボンオフセットは
気候変動の解決策にはならない
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https://www.ipcc.ch/srccl/
https://www.globalwitness.org/en/campaigns/environmental-activists/last-line-defence/
https://www.globalwitness.org/en/campaigns/environmental-activists/last-line-defence/
https://www.iea.org/reports/net-zero-by-2050


森林と泥炭地の保護を優先する 

森林と泥炭地は、すでに進行している重大な気候変動に世界が適
応していくうえで不可欠であり、今後もその事実は変わらない。健全
な森林は河川流域を維持し、海面上昇への影響を軽減し、気温の
上昇を抑えるのに必要な植生をもたらし、生物多様性を維持・向上
させ、二酸化炭素を吸収するが、こうした便益はほんの一例に過ぎ
ない。天然林と泥炭地の保護は、企業の見せかけの「植林」プロジェ
クトであってはならず、その土地に根差した気候緩和・適応計画の
中で何よりもまず優先されるべきものである。劣化した森林の回復
は、炭素の吸収・貯留に極めて重要な役割を果たすため、手つかず
の森林を守る取り組みを続ける必要がある。土地利用の転換を阻
止し、森林リスク産品サプライチェーンを「森林破壊禁止、泥炭地開
発禁止、搾取禁止」（NDPE：No Deforestation, No Peat and 
No Exploitation）の取り組みと整合するよう改革することも、同じ
く現存する炭素貯蔵量の増加と保護につながる。逆に、森林の減少
と劣化が続けば、気候変動や生物多様性の損失が加速するだけで
なく、森林コミュニティは気候変動に対処する力を削がれ、不公平
かつ深刻な影響をさらに被ることになる。

気候危機に対する世界規模の方針と介入は、林業や産品生産、化
石燃料の採掘を望む企業に先住民族コミュニティの土地を引き渡
すのではなく、自らの土地に対してコミュニティが持つ法的権利を
保証し、拡大することを目指さなければならない。手つかずの森林景
観や天然林、および生態系を含む最後に残された原生林における
林業や産業型の産品生産、化石燃料の採掘を拡大することは直ち
に停止しなければならない。

 

産品生産による森林破壊を阻止する

政府と企業は、自らの森林リスク産品の調達や資金提供が、森林減少や
森林劣化、権利侵害の原因とならないよう徹底しなければならない。パ
リ協定の履行に対する包括的方針には、企業によるNDPE方針採用に
関する明確な要件を記載する必要がある。その一環として、政府は企業
のサプライチェーンおよび金融セクターへの強い規制を採用すべきで
ある。

世界の森林減少の40％は、パーム油や紙パルプ、牛肉、大豆、カカオ、木
材製品などの産品生産に起因する。森林リスク産品によって利益を得て
いる消費財企業や銀行は、森林減少を食い止めるだけでなく、先住民族
の土地権を保証して、森林伐採や産業型農業、牧場の拡大による影響を
受ける先住民族と地域コミュニティの権利を尊重する厳格な方針を採
用し、遵守しなければならない。

さらに、家畜の生産はメタン排出の極めて大きな要因となっている。気
候変動の主たる要因に完全に対処するためには、世界の食料システムも
また、破壊的で集約的な農法からアグロエコロジー(農業生態学)的な
農法へと転換し、野菜中心の食事を奨励する必要がある。

 

写真： Engel.ac / shutterstock; Paul Hilton / RAN
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https://www.cbd.int/climate/doc/biodiversity-ar5-brochure-en.pdf
https://www.cbd.int/climate/doc/biodiversity-ar5-brochure-en.pdf
https://www.clara.earth/missing-pathways
https://iopscience.iop.org/article/10.1088/1748-9326/10/12/125012/meta


カーボンオフセットは、気候変動の解決策ではない。あらゆるセクターで排出削減のためにできる限りのことを行う必要がある。世界のカーボンバ
ジェット（炭素予算）には、カーボンオフセットや、再生可能エネルギーの一部として発電用森林バイオマスの大規模燃焼を組み込んだり、いわゆ
るネガティブエミッション技術といった偽りの解決策のための余地はない。現実的なリスクとして、COP26が、偽りの解決策の定着や奨励を狙い
とするルールブックを承認する可能性がある。世界は企業や政府のグリーンウォッシュを認める余裕はない。

カーボンオフセットは、IPCCの定義によれば、「他の場所で発生した排出量を相殺するために削減、回避または隔離される二酸化炭素換算排出
量の単位」とされる。オフセットは取引可能なクレジットとしてパッケージ化され、販売されている。金融機関や消費財企業、政府に気候変動対策
を求める圧力が高まる中、これらの組織は事業活動での排出量削減とは別物のカーボンオフセットに頼っている。化石燃料セクターにおける最
大の汚染者である多くの企業が、ネットゼロ目標の達成に向けて森林カーボンオフセットの利用を検討している。 

COP26に向けて大規模汚染企業が示している提案の多くは、カーボンオフセットの仕組みが、森林減少に歯止めをかけて排出量を削減するた
めの市場本位のメカニズムとなる可能性を示唆するものである。しかし、その仕組みは機能しておらず、今後も機能するはずがない。むしろ、あら
ゆるカーボンオフセットのメカニズムには深刻な問題があることがこれまで明らかになっており、排出量を削減できなかったり、人権侵害や酷使
に拍車をかけたりしているケースも多い。エネルギーセクターのネットゼロ目標達成のために、土地・森林によるオフセットの利用を認めてはなら
ない。排出量を相殺するのではなく、削減できる場所で削減することが重要である。

発電用に木材を燃焼した場合、燃焼時のエネルギー当たりの排出量は、石炭よりも多くの二酸化炭素が排出される。これらの排出は、新たな木々
の成長や炭素回収技術によって相殺できると主張する業界や政府の当事者には、科学は賛同していない。前者は有意義な改善をもたらすには時
間的に間に合わず課題が多く、後者は規模の大きな検証は行われていない。よって、木質バイオマスの大規模発電での利用を気候変動の解決策
として認めることはできない。石炭火力発電の廃止が依然として優先事項であり、木質バイオマスを代替燃料として使うことは実行可能な選択肢
とならないことを強調しておきたい。

COPの優先課題の一つは、欠陥のある「市場本位の解決策」から、人と地球の双方に利益をもたらすために、多様な生物が暮らす生態系を真に
保護・管理し、回復させる、自然のシステムにおける解決策へと転換することだ。今回のCOPでは、偽りの解決策を停止すること、そしてオフセッ
ト、森林伐採、単一作物プランテーションの拡大、ネガティブエミッション技術の提案を認めないことを、全世界の合意事項としなければならな
い。

RANは、オフセットではなく、独立した基金を創設することで資金を調達する非市場型アプローチについて、CLARA（Climate Land Ambition 
and Rights Alliance）の提案を支持している。このような基金は、委任信託のように、土地・森林による大量のカーボンオフセットを発生させず
に、権利を保証し、森林保護のために必要な資金を提供できるだろう。カーボンオフセットは、化石燃料由来の排出量削減に必要な投資を遠ざ
け、遅らせるだけである。

パリ協定第6条8項では「総合的及び全体的であり、並びに均衡のとれた非市場型アプローチ」の正当性を強く示しており、これこそCOP26会期
中に合意されるべきものである。これらの解決策は第6条2項および第6条4項で目指している、定義がやや曖昧で議論を呼んでいるアプローチと
は異なる。非市場型解決策は森林および泥炭地の保護と回復を優先し、自分たちの土地の持続可能な管理に対する先住民族コミュニティの法
的権利の保証と拡大を目指す必要がある。

偽りの解決策を防止する

 »  『IPCC第６次評価報告書』、全文はこちら

 » 国際自然保護連合（IUCN）の方針声明：手つかずの森林景観を含む原生林について（仮邦題）

 » 生物多様性と気候変動に関するIPCC-CBD（生物多様性条約）共同報告書、要約はこちら

 »  『カーボンユニコーンを追いかける～炭素市場と「ネットゼロ」のまやかし』

 »  『Net Zero by 2050: A Roadmap for the Global Energy Sector 』

 »  『Last Line of Defence（仮邦題：最後の砦）』

 » Climate Land Ambition and Rights Alliance 

参考資料

 » CAN Ecosystems - COP26 Briefing Climate ambition needs and must support  

biodiversity

 » Understanding the importance of primary tropical forest protection as a  

mitigation strategy.

 » The Final Warning Bell. Climate Crisis Advisory Group

 » An Assessment of Deforestation and Forest Degradation Drivers in Developing  

Countries
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https://www.pfpi.net/carbon-emissions
https://www.clara.earth/
https://static1.squarespace.com/static/5b22a4b170e802e32273e68c/t/60b6a329d91e9236036b1e08/1622582059439/CLARA+31+May+submission+on+Article+6+ambition.pdf
https://www.ipcc.ch/report/ar6/wg1/
https://www.ipcc.ch/report/ar6/wg1/#FullReport
https://www.iucn.org/sites/dev/files/content/documents/iucn_pf-ifl_policy_2020_approved_version.pdf
https://www.cbd.int/climate/doc/biodiversity-ar5-brochure-en.pdf
https://www.foei.org/publication/sowing-gender-justice-to-dismantle-patriarchy-feminist-popular-education-manual/
https://www.iea.org/reports/net-zero-by-2050
https://www.globalwitness.org/en/campaigns/environmental-activists/last-line-defence/
https://www.clara.earth/netzero
https://climatenetwork.org/resource/can-briefing-the-role-of-ecosystems-and-biodiversity-for-climate-change-mitigation-ambition-and-adaptation-resilience-june-2021/
https://climatenetwork.org/resource/can-briefing-the-role-of-ecosystems-and-biodiversity-for-climate-change-mitigation-ambition-and-adaptation-resilience-june-2021/
https://www.researchgate.net/publication/339889384_Understanding_the_importance_of_primary_tropical_forest_protection_as_a_mitigation_strategy
https://www.researchgate.net/publication/339889384_Understanding_the_importance_of_primary_tropical_forest_protection_as_a_mitigation_strategy
http://emkt.climainfo.org.br/emkt/tracer/?2,6983449,1caba5d3,bca8,49
https://iopscience.iop.org/article/10.1088/1748-9326/7/4/044009
https://iopscience.iop.org/article/10.1088/1748-9326/7/4/044009
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COP26の開幕までに、全ての金融機関および消費財企業は以下を行う必要がある。

人権および先住民族の主権を尊重すること

金融機関は、人権および土地権を侵害する事業や企業、また、人種差別の慣行に関与し、条約が保護する先住民族の権利、主権、FPIC原
則（自由意思による、事前の、十分な情報に基づく同意を与える、または拒否する権利）を尊重しない事業や企業には、全ての金融サービス
および投資を停止しなければならない。 

消費財企業は、FPIC原則をはじめとする先住民族およびコミュニティの権利を擁護する方針や手順に実効性を持たせることで、人権や土
地権が侵害されることのないよう積極的な役割を果たさなければならない。消費財企業は、FPIC原則の権利尊重を検証するために、人権
モニタリング（監視）とデューデリジェンス（相当の注意による適正評価）システム、現地調査に基づく方法を構築しなければならない。これ
は、インドネシアやアマゾン、コンゴ盆地の熱帯林を含む、林業やプランテーション拡大のために新たな開発が進む地域において特に重要
である。消費財企業は、国際的な人権規範に従って、先住民族の土地権およびFPIC原則を保証する法的枠組みを推奨すべきであり、そう
した枠組みを揺るがすことがあってはならない。消費財企業はまた、土地権の擁護者に対する暴力、不当告発、脅迫、殺害を防止するため
に、そのような行為を決して容認しない「ゼロトレランス」手順を制定しなければならない

森林破壊に関わる支援を停止すること  

金融機関は、サプライチェーン全体を見て森林破壊や自然地域の転換、泥炭地破壊に関わりのある顧客企業には、あらゆる金融サービス
および投資を即時停止しなければならない。 

消費財企業は、サプライチェーン全体を見て、森林破壊や自然地域の転換、泥炭地破壊に関与している企業からの全ての調達と、こうした
企業への投資を即時停止しなければならない。 

化石燃料への支援を停止すること 

金融機関は、化石燃料産業への全ての金融サービスおよび投資の段階的廃止を始めなければならない。これには、化石燃料の採掘や生産
および輸送の拡大に関与している事業や企業への全支援の即時停止を含む。

参考情報として、60団体を超える世界の気候変動団体および人権団体が2020年9月に発表した『パリ協定と整合性の
ある金融機関原則』では、パリ協定との整合性を図ろうとする金融機関の行動を評価するための基準を提供している。

『キープ・フォレスト・スタンディング　森林＆人権方針ランキング2021』（2021年4月）では、影響力のあるグローバ
ル銀行および消費財企業各社（※）が、森林リスク産品セクターで森林破壊と人権侵害を助長している現状に対処する
ために採用した方針と行動を評価している。また「キープ・フォレスト・スタンディング：ボルネオ森林フットプリント評価
2021」（2021年10月）ではインドネシアの2州における大手消費財企業の森林フットプリント（森林・泥炭地に影響を
もたらす面積）を評価しています。
※消費財企業（10社）：日清食品、花王、ネスレ、ペプシコ、プロクター＆ギャンブル、ユニリーバ、コルゲート・パーモリーブ、フェレロ、モ
ンデリーズ、マース
銀行（7社）：MUFG、JPモルガン・チェース、中国工商銀行（ICBC）、DBS、バンクネガラインドネシア（BNI）、CIMB、ABNアムロ

提言：気候変動、生物多様性、人権の危機に拍車をかけて
いる銀行、保険会社、消費財企業へ
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